
【表紙】 
  

  

  

【提出書類】 半期報告書 

【提出先】 福岡財務支局長 

【提出日】 平成20年１月31日 

【中間会計期間】 第37期中（自 平成19年５月１日 至 平成19年10月31日） 

【会社名】 株式会社グリーンクロス 

【英訳名】 GREEN CROSS CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  青山 明 

【本店の所在の場所】 福岡市中央区小笹五丁目22番34号 

【電話番号】 ０９２－５２１－６５６１ 

【事務連絡者氏名】 常務取締役執行役員管理本部長  百嶋 栄一 

【最寄りの連絡場所】 福岡市中央区小笹五丁目22番34号 

【電話番号】 ０９２－５２１－６５６１ 

【事務連絡者氏名】 常務取締役執行役員管理本部長  百嶋 栄一 

【縦覧に供する場所】 証券会員制法人福岡証券取引所 

（福岡市中央区天神二丁目14番２号） 



第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．第36期中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．第36期中間連結会計期間は、中間期末が連結子会社の株式のみなし取得日となり、中間連結財務諸表のうち中間連結貸

借対照表のみが連結対象となるため、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書、中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書は作成しておりません。そのため、売上高、経常利益、中間純利益、１株当たり中間純利益金額、潜在株式

調整後１株当たり中間純利益金額、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活

動によるキャッシュ・フロー、現金及び現金同等物の中間期末残高については記載しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

 

回次 第35期中 第36期中 第37期中 第35期 第36期 

会計期間 

自平成17年 
５月１日 

至平成17年 
10月31日 

自平成18年
５月１日 

至平成18年 
10月31日 

自平成19年
５月１日 

至平成19年 
10月31日 

自平成17年
５月１日 

至平成18年 
４月30日 

自平成18年 
５月１日 

至平成19年 
４月30日 

売上高（千円） － － 2,957,093 － 6,238,028

経常利益（千円） － － 110,858 － 324,192

中間(当期)純利益（千円） － － 51,319 － 130,622

純資産額（千円） － 2,767,987 2,844,403 － 2,873,367

総資産額（千円） － 4,648,167 4,695,198 － 5,095,379

１株当たり純資産額（円） － 642.58 660.32 － 667.04

１株当たり中間(当期)純利益金額 
（円） 

－ － 11.91 － 30.47

潜在株式調整後１株当たり中間(当
期)純利益金額（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） － 59.5 60.6 － 56.39

営業活動によるキャッシュ・フロー
（千円） 

－ － △175,697 － 273,288

投資活動によるキャッシュ・フロー
（千円） 

－ － △175,716 － △6,940

財務活動によるキャッシュ・フロー
（千円） 

－ － △68,475 － △52,327

現金及び現金同等物の中間期末(期
末)残高（千円） 

－ － 306,153 － 726,042

従業員数[外、平均臨時雇用者数] 
（人） 

－ 
[－]

335
[28]

327
[24]

－ 
[－]

328
[27]



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．持分法を適用した場合の投資利益については、第36期中までは持分法適用関連会社が存在しないため記載しておりませ

ん。また、第36期及び第37期中については（中間）連結財務諸表を作成しているため記載しておりません。 

３．第36期中及び第36期並びに第37期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

４．第36期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

５．第36期より連結財務諸表を作成しているため、第36期以降の営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動による

キャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高は記載して

おりません。 

  

 

回次 第35期中 第36期中 第37期中 第35期 第36期 

会計期間 

自平成17年 
５月１日 

至平成17年 
10月31日 

自平成18年
５月１日 

至平成18年 
10月31日 

自平成19年
５月１日 

至平成19年 
10月31日 

自平成17年
５月１日 

至平成18年 
４月30日 

自平成18年 
５月１日 

至平成19年 
４月30日 

売上高（千円） 2,762,139 2,970,763 2,918,465 5,943,106 6,201,079

経常利益（千円） 66,001 86,455 109,883 278,132 323,587

中間(当期)純利益（千円） 28,516 33,230 50,752 143,932 130,209

持分法を適用した場合の投資利益 
（千円） 

－ － － － －

資本金（千円） 688,224 697,266 697,266 689,594 697,266

発行済株式総数（株） 4,446,640 4,512,640 4,512,640 4,456,640 4,512,640

純資産額（千円） 2,692,109 2,766,718 2,842,172 2,802,180 2,871,703

総資産額（千円） 4,439,344 4,635,222 4,675,260 4,924,695 5,073,749

１株当たり純資産額（円） 638.00 642.28 659.80 658.98 666.65

１株当たり中間(当期)純利益金額 
（円） 

6.62 7.78 11.78 30.23 30.37

潜在株式調整後１株当たり中間(当
期)純利益金額（円） 

6.57 － － 28.85 －

１株当たり配当額（円） － － － 16.00 16.00

自己資本比率（％） 60.6 59.7 60.8 56.9 56.6

営業活動によるキャッシュ・フロー 
（千円） 

△257,577 △108,576 － △14,380 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 
（千円） 

5,950 80,036 － 35,737 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 
（千円） 

△172,114 △52,389 － △169,420 －

現金及び現金同等物の中間期末(期
末)残高（千円） 

236,344 431,091 － 512,021 －

従業員数[外、平均臨時雇用者数] 
（人） 

325 
[29] 

330
[28] 

322
[24] 

336 
[28] 

324
[27] 



２【事業の内容】 
 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はありませ
ん。また、主要な関係会社における異動もありません。 
  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

事業の種類別セグメント情報を記載していないため、事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。 

（注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間連結会計期間の平均人員を(  )外数で記載しております。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を(  )外数で記載しております。 

  

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  

  平成19年10月31日現在

部門 従業員数（人）

販売部門 243( 5) 

技術部門 64(19) 

管理部門 20 

合計 327(24) 

  平成19年10月31日現在

従業員数(人) 322(24) 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、米国経済の減速懸念や国内設備投資の伸びの鈍化等一部に不安材料はある

ものの、企業収益が概ね好調に推移し、雇用情勢にも改善が見られる等、国内民間需要に支えられた緩やかな回復基

調で推移致しました。一方、原油価格の高止まりや原材料価格の高騰等は、今後の企業収益への影響が懸念されま

す。 

当社グループが関係する安全機材業界におきましては、公共投資は引続き低調に推移致しましたが、不動産市場

や多店舗展開企業等、民間需要への市場領域拡大等の新たな需要創造の機会も一層に拡大しております。 

このような状勢のもと、特に民間企業向けにニーズが多様化しておりますグラフィックサイン等のサインメディ

ア事業、トレンド化する安全のレンタルニーズに専門の位置から応えるグリーンレンタル事業等におきまして、より

高品質の安全に対するニーズを機会と捉え、グループ３６拠点のネットワークを活かし、提案型営業による新たな市

場需要獲得への対応力強化へと一層の経営努力を傾注いたしました結果、当中間連結会計期間の連結売上高は2,957

百万円、営業利益は100百万円、経常利益は110百万円、中間純利益は51百万円となりました。 

部門別には、安全機材用品売上高が1,366百万円、グリーンレンタル売上高が317百万円、サインメディア売上高

が1,273百万円となりました。 

グリーンクロス単独では、売上高2,918百万円（前年同期比1.8％減）、営業利益99百万円（前年同期比24.5％

増）、経常利益109百万円（前年同期比27.1％増）中間純利益は50百万円（前年同期比52.7％増）となりました。 

なお、前中間連結会計期間は中間連結貸借対照表のみ作成しているため、前年同期との比較分析は行っておりま

せん。（以下「（2）キャッシュ・フローの状況」、「仕入及び販売の状況」においても同じ。） 

  

(2）キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は前連結会計年度末残高に比べ419百万円減少し、306百万円と

なりました。 

当中間連結会計期間のキャッシュ・フローの状況に関しましては、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、175百万円の支出となりました。これは主

に、仕入債務の減少と法人税等の支払いによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、175百万円の支出となりました。これは主

に、有形固定資産及び投資有価証券の取得によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、68百万円の支出となりました。これは、配当

金の支払いによるものであります。 

    

 



２【仕入及び販売の状況】 

(1）商品等仕入実績 

 当中間連結会計期間の商品等仕入実績を部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

区分 
当中間連結会計期間

（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日） 

前年同期比（％） 

安全機材用品 

工事標示板・標識（千円） 287,444 － 

仮設防護柵（千円） 137,778 － 

保安灯・警告灯（千円） 125,615 － 

防災用品・環境整備用品（千円） 278,802 － 

その他商品（千円） 72,725 － 

小計（千円） 902,365 － 

グリーンレンタル（千円） 135,849 － 

サインメディア材料（千円） 451,108 － 

合計（千円） 1,489,324 － 

区分 
当中間連結会計期間

（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日） 

前年同期比（％） 

安全機材用品 

工事標示板・標識（千円） 408,529 － 

仮設防護柵（千円） 179,056 － 

保安灯・警告灯（千円） 112,607  － 

防災用品・環境整備用品（千円） 459,354 － 

その他商品（千円） 206,562 － 

小計（千円） 1,366,111 － 

グリーンレンタル（千円） 317,540 － 

サインメディア（千円） 1,273,441 － 

合計（千円） 2,957,093 － 



３【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

  

  



第３【設備の状況】 
  

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、特に重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  

  



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 9,716,600 

計 9,716,600 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年10月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成20年１月31日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 4,512,640 4,512,640 福岡証券取引所 － 

計 4,512,640 4,512,640 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年５月１日～ 
平成19年10月31日 

－ 4,512,640 － 697,266 － 660,866 



(5）【大株主の状況】 

  

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、名義人以外から株券喪失登録のある株式が1,000株含まれております。

また、「議決権の数」欄には名義任意外から株券喪失登録のある株式に係る議決権の数10個が含まれております。 

 

    平成19年10月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

青山 明 福岡市中央区 1,013 22.46 

グリーンクロス社員持株会 
福岡市中央区小笹５－22－34
株式会社グリーンクロス内 

301 6.68 

柴田 泰三 福岡市南区 263 5.83 

株式会社グリーンクロス 福岡市中央区小笹５－22－34 205 4.54 

株式会社西日本シティ銀行 福岡市博多区博多駅前３－１－１ 128 2.84 

リックス株式会社 福岡市博多区山王１－15－15 97 2.15 

椛田 法義 東京都板橋区 95 2.11 

米谷 彰恭 福岡市南区 85 1.90 

賀来 昌義 大分県宇佐市 82 1.82 

土谷 禮子 東京都世田谷区 75 1.66 

計 － 2,345 51.99 

  平成19年10月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式）
普通株式  205,000 

－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,307,600 43,076 一単元（100株）未満の株式

単元未満株式 普通株式    40 － － 

発行済株式総数 4,512,640 － － 

総株主の議決権 － 43,076 － 



②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は福岡証券取引所におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

 

     平成19年10月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

（自己保有株式） 
株式会社グリーンクロス 

福岡県福岡市中央区 
小笹五丁目22番34号 

205,000 － 205,000 4.54 

計 － 205,000 － 205,000 4.54 

月別 平成19年５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 

最高（円） 514 505 500 490 461 490 

最低（円） 485 485 482 460 446 453 



第５【経理の状況】 
  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。以

下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年５月１日から平成18年10月31日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基づき、

当中間連結会計期間（平成19年５月１日から平成19年10月31日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年５月１日から平成18年10月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間

会計期間（平成19年５月１日から平成19年10月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

(3）当社は、前中間連結会計期間末をみなし取得日として、株式会社児島産業岡山の全株式を取得し、子会社としたことに伴

い、初めて連結財務諸表を作成することとなったため、前中間連結会計期間（平成18年５月１日から平成18年10月31日まで）

の中間連結財務諸表のうち中間連結貸借対照表のみを作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年５月１日から平成18年10月31日まで）の中

間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年５月１日から平成18年10月31日まで）の中間財務諸表についてはみすず監査法

人により中間監査を受け、また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年５月１日

から平成19年10月31日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年５月１日から平成19年10月31日まで）の中間

財務諸表については監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

 なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。 

前中間連結会計期間及び前中間会計期間 みすず監査法人 

当中間連結会計期間及び当中間会計期間 監査法人トーマツ 

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
 

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年10月31日） 

当中間連結会計期間末
（平成19年10月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）          

Ⅰ 流動資産          

１．現金及び預金     436,142 306,153   726,042 

２．受取手形及び売掛
金 

※２   1,586,503 1,459,495   1,629,573 

３．有価証券     19,016 －   19,685 

４．たな卸資産     799,554 860,797   847,398 

５．繰延税金資産     46,655 52,744   57,633 

６．その他     65,588 61,272   47,196 

７．貸倒引当金     △10,027 △6,170   △11,249 

流動資産合計     2,943,433 63.3 2,734,294 58.2   3,316,280 65.1

Ⅱ 固定資産          

１．有形固定資産          

(1）建物及び構築物 ※１ 304,575   343,039 273,438  

(2）土地   944,833   944,833 944,833  

(3）その他 ※１ 39,250   102,404 71,063  

有形固定資産合計     1,288,658 27.7 1,390,276 29.6   1,289,335 25.3

２．無形固定資産     37,646 0.8 28,255 0.6   32,591 0.6

３．投資その他の資産          

(1）投資有価証券   121,294   231,566 155,734  

(2）破産更生債権等   66,085   116,685 91,973  

(3）繰延税金資産   169,520   193,973 179,532  

(4）その他   111,864   140,359 141,603  

(5）貸倒引当金   △90,337   △140,213 △111,670  

投資その他の資産
合計 

    378,427 8.2 542,371 11.6   457,172 9.0

固定資産合計     1,704,733 36.7 1,960,904 41.8   1,779,098 34.9

資産合計     4,648,167 100.0 4,695,198 100.0   5,095,379 100.0

              



  

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年10月31日） 

当中間連結会計期間末
（平成19年10月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）          

Ⅰ 流動負債          

１．支払手形及び買掛
金 

※２   1,246,847 1,196,651   1,493,977 

２．未払法人税等     48,220 54,936   124,096 

３．賞与引当金     100,450 112,000   111,500 

４．役員賞与引当金     － －   13,000 

５．その他     123,016 125,562   117,793 

流動負債合計     1,518,534 32.7 1,489,149 31.7   1,860,366 36.5

Ⅱ 固定負債          

長期未払金     361,645 361,645   361,645 

固定負債合計     361,645 7.8 361,645 7.7   361,645 7.1

負債合計     1,880,179 40.5 1,850,794 39.4   2,222,011 43.6

           

（純資産の部）          

Ⅰ 株主資本          

１．資本金     697,266 15.0 697,266 14.9   697,266 13.7

２．資本剰余金     662,208 14.2 662,208 14.1   662,208 13.0

３．利益剰余金     1,487,681 32.0 1,567,455 33.3   1,585,057 31.1

４．自己株式     △100,260 △2.2 △100,260 △2.1   △100,260 △2.0

株主資本合計     2,746,897 59.0 2,826,670 60.2   2,844,272 55.8

Ⅱ 評価・換算差額等          

その他有価証券評
価差額金 

    21,090 0.5 17,733 0.4   29,094 0.6

評価・換算差額等合
計 

    21,090 0.5 17,733 0.4   29,094 0.6

純資産合計     2,767,987 59.5 2,844,403 60.6   2,873,367 56.4

負債純資産合計     4,648,167 100.0 4,695,198 100.0   5,095,379 100.0

              



②【中間連結損益計算書】 

前中間連結会計期間につきましては、中間期末日が連結子会社の支配獲得日となり、中間連結財務諸表のうち中間連結貸

借対照表のみが連結対象であるため、中間連結損益計算書は作成しておりません。 

  

  

   
当中間連結会計期間

（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     2,957,093 100.0 6,238,028 100.0

Ⅱ 売上原価     1,806,222 61.1 3,816,259 61.2

売上総利益     1,150,870 38.9 2,421,769 38.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   1,050,133 35.5 2,107,508 33.8

営業利益     100,736 3.4 314,260 5.0

Ⅳ 営業外収益      

１．受取利息   774 1,431  

２．受取配当金   2,268 2,230  

３．投資事業組合投資利益   5,901 6,633  

４．雑収入   1,705 10,650 0.4 4,625 14,920 0.2

Ⅴ 営業外費用      

１．支払利息   240 364  

２．災害損失 ※２ － 3,100  

３．雑損失   287 528 0.0 1,524 4,988 0.0

経常利益     110,858 3.8 324,192 5.2

Ⅵ 特別利益      

投資有価証券売却益   － － － 12,723 12,723 0.2

Ⅶ 特別損失      

１．前期損益修正損 ※３ 3,873 －  

２．固定資産除却損   1,963 239  

３．有価証券売却損   1,468 －  

４．投資有価証券売却損   － 10,292  

５．投資有価証券評価損   － 23,608  

６．減損損失 ※４  － 31,476  

７．その他   － 7,305 0.3 7,277 72,894 1.2

税金等調整前中間（当
期）純利益 

    103,553 3.5 264,021 4.2

法人税、住民税及び事
業税 

  54,085 153,360  

法人税等調整額   △1,851 52,234 1.8 △19,962 133,398 2.1

中間（当期）純利益     51,319 1.7 130,622 2.1

        



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間につきましては、中間期末日が連結子会社の支配獲得日となり、中間連結財務諸表のうち中間連結貸

借対照表のみが連結対象であるため、中間連結株主資本等変動計算書は作成しておりません。 

  

当中間連結会計期間（自 平成19年５月１日 至 平成19年10月31日） 

  

  

 

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年４月30日 残高（千円） 697,266 662,208 1,585,057 △100,260 2,844,272

中間連結会計期間中の変動額    

剰余金の配当   △68,922   △68,922

中間純利益   51,319   51,319

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

   

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ － △17,602 － △17,602

平成19年10月31日 残高（千円） 697,266 662,208 1,567,455 △100,260 2,826,670

  

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証 
券評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成19年４月30日 残高（千円） 29,094 29,094 2,873,367

中間連結会計期間中の変動額  

剰余金の配当   △68,922

中間純利益   51,319

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△11,361 △11,361 △11,361

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△11,361 △11,361 △28,963

平成19年10月31日 残高（千円） 17,733 17,733 2,844,403



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年５月１日 至 平成19年４月30日） 

  

（注）１．新株予約権の権利行使による新株の発行によるものであります。 

２．平成18年７月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

３．子会社株式取得に伴う株式交換によるものであります。 

  

  

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年４月30日 残高（千円） 689,594 653,194 1,535,776 △111,018 2,767,548

連結会計年度中の変動額    

新株の発行（注１） 7,672 7,672   15,344

剰余金の配当（注２）   △67,674   △67,674

役員賞与（注２）   △14,919   △14,919

当期純利益   130,622   130,622

自己株式の処分（注３）   1,342 10,758 12,100

その他   1,251   1,251

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

   

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

7,672 9,014 49,280 10,758 76,724

平成19年４月30日 残高（千円） 697,266 662,208 1,585,057 △100,260 2,844,272

  

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証 
券評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年４月30日 残高（千円） 34,632 34,632 2,802,180

連結会計年度中の変動額  

新株の発行（注１）   15,344

剰余金の配当（注２）   △67,674

役員賞与（注２）   △14,919

当期純利益   130,622

自己株式の処分（注３）   12,100

その他   1,251

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△5,538 △5,538 △5,538

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

△5,538 △5,538 71,186

平成19年４月30日 残高（千円） 29,094 29,094 2,873,367



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

前中間連結会計期間につきましては、中間期末日が連結子会社の支配獲得日となり、中間連結財務諸表のうち中間連結貸借

対照表のみが連結対象であるため、中間連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。 

  

  

 

   
当中間連結会計期間

（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日） 

前連結会計年度の要約連結キャッシ
ュ・フロー計算書 

（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

税金等調整前中間（当
期）純利益 

  103,553 264,021 

減価償却費   35,865 41,732 

減損損失   － 31,476 

のれん償却額   719 1,439 

貸倒引当金の増減額
（△減少額） 

  23,463 32,462 

賞与引当金の増減額
（△減少額） 

  500 11,500 

役員賞与引当金の増減
額（△減少額） 

  △13,000 13,000 

退職給付引当金の増減
額（△減少額） 

  － △12,547 

受取利息及び受取配当
金 

  △3,043 △3,661 

支払利息   240 364 

投資事業組合投資利益   △5,901 △6,633 

投資有価証券評価損   － 23,608 

有価証券売却損   1,468 － 

投資有価証券売却益   － △12,723 

投資有価証券売却損   － 10,292 

固定資産除却損   1,963 239 

売上債権の増減額（△
増加額） 

  170,077 △21,360 

たな卸資産の増減額
（△減少額） 

  △13,399 △5,864 

仕入債務の増減額（△
減少額） 

  △297,325 33,780 

役員賞与の支払額   － △14,919 

その他   △65,636 △11,564 

小計   △60,454 374,643 

利息及び配当金の受取
額 

  3,043 3,661 

利息の支払額   △240 △364 

法人税等の支払額   △118,045 △104,652 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △175,697 273,288 



  

  

  次へ 

   
当中間連結会計期間

（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日） 

前連結会計年度の要約連結キャッシ
ュ・フロー計算書 

（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

有価証券の取得による
支出 

  △181 △690 

有価証券の売却による
収入 

  20,262 － 

投資有価証券の取得に
よる支出 

  △100,058 △50,487 

投資有価証券の売却に
よる収入 

  － 96,554 

関係会社出資金の取得
による支出 

  － △15,624 

投資事業組合からの分
配による収入 

  9,200 12,500 

有形固定資産の取得に
よる支出 

  △126,787 △55,133 

貸付けによる支出   △1,000 △8,888 

貸付金の回収による収
入 

  5,164 9,778 

新規連結子会社株式の
取得による収入 

  － 5,050 

その他   17,682 － 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △175,716 △6,940 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

株式の発行による収入   － 15,344 

配当金の支払額   △68,475 △67,671 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △68,475 △52,327 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

  － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
減額（△減少額） 

  △419,888 214,020 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

  726,042 512,021 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中
間期末（期末）残高 

  306,153 726,042 

   



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数  １社 (1)連結子会社の数  １社 (1)連結子会社の数  １社 

  株式会社児島産業岡山 株式会社児島産業岡山 株式会社児島産業岡山 

  （注）平成18年９月１日の株式取

得に伴い、当中間連結会計

期間より子会社となってお

ります。なお、みなし取得

日を当中間連結会計期間末

としているため、当中間連

結会計期間は中間連結貸借

対照表のみを連結しており

ます。 

  （注）平成18年９月１日の株式取

得に伴い、当連結会計年度

より子会社となっておりま

す。 

  (2)非連結子会社の名称等 (2)非連結子会社の名称等 (2)非連結子会社の名称等 

  非連結子会社 非連結子会社 非連結子会社 

  上海緑十字貿易有限公司 上海緑十字貿易有限公司 上海緑十字貿易有限公司 

  （連結の範囲から除いた理由） （連結の範囲から除いた理由） （連結の範囲から除いた理由） 

   非連結子会社は、小規模であ

り、総資産、売上高、中間純損

益、利益剰余金等は、いずれも

中間連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないためでありま

す。 

同左 非連結子会社は、小規模であ

り、総資産、売上高、当期純損

益、利益剰余金等は、いずれも

連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないためであります。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1)持分法を適用した非連結子会

社はありません。 

(1)     同左 (1)     同左 

  (2)持分法を適用しない非連結子

会社の名称 

(2)持分法を適用しない非連結子

会社の名称 

(2)持分法を適用しない非連結子

会社の名称 

  上海緑十字貿易有限公司 上海緑十字貿易有限公司 上海緑十字貿易有限公司 

   持分法を適用していない非連

結子会社は、中間純損益及び利

益剰余金等からみて、持分法の

対象から除いても中間連結財務

諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体として重要性がな

いため、持分法の適用範囲から

除外しております。 

同左 持分法を適用していない非連

結子会社は、当期純損益及び利

益剰余金等からみて、持分法の

対象から除いても連結財務諸表

に及ぼす影響が軽微であり、か

つ全体として重要性がないた

め、持分法の適用範囲から除外

しております。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社の中間決算日と中間

連結決算日は一致しております。 

同左 連結子会社の決算日と連結決算

日は一致しております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

①有価証券 ①有価証券 ①有価証券 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

   中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売

却原価は総平均法により

算定） 

同左 連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は総平均法により算定） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

   総平均法による原価法 同左 同左 



 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

  ②たな卸資産 ②たな卸資産 ②たな卸資産 

  商品 商品 商品 

  総平均法による原価法 同左 同左 

  レンタル品 レンタル品 レンタル品 

   総平均法又は個別法によ

る原価から減耗費を控除す

る方法 

同左 同左 

  貯蔵品 貯蔵品 貯蔵品 

   最終仕入原価法による原

価法 

同左 同左 

  (2)重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2)重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2)重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ①有形固定資産 ①有形固定資産 ①有形固定資産 

  定率法 定率法 定率法 

   ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）につい

ては定額法によっておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以

下の通りであります。 

同左  ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）につい

ては定額法によっておりま

す。 

  

  建物 ４年～45年     

      （会計処理方法の変更） 

       平成19年度の法人税法の

改正に伴い、平成19年４月

１日以降取得資産の減価償

却限度額の計算方法につい

ては、改正後の法人税法に

定める方法によっておりま

す。 

 なお、この変更による影

響額は軽微であります。 

    （追加情報）   

    法人税法の改正に伴い、

平成19年３月31日以前に取

得した資産については、改

正前の法人税法に基づく減

価償却の方法の適用により

取得価額の５％に到達した

連結会計年度の翌会計年度

より、取得価額の５％相当

額と備忘価額との差額を５

年間にわたり均等償却し、

減価償却費に含めて計上し

ております。 

これにより、営業利益、

経常利益、税金等調整前中

間純利益がそれぞれ278千円

減少しております。 

  



  
 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

  ②無形固定資産 ②無形固定資産 ②無形固定資産 

  定額法 定額法 定額法 

  

なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）

に基づく定額法によってお

ります。 

同左 同左 

  ③長期前払費用 ③ ────── ③長期前払費用 

  定額法   定額法 

  (3)重要な引当金の計上基準 (3)重要な引当金の計上基準 (3)重要な引当金の計上基準 

. ①貸倒引当金 ①貸倒引当金 ①貸倒引当金 

  

債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上してお

ります。 

同左 同左 

  ②賞与引当金 ②賞与引当金 ②賞与引当金 

  

従業員の賞与支給に充てるた

め、支給見込額に基づき計上

しております。 

同左 同左 

  

  ③役員賞与引当金 ③役員賞与引当金 ③役員賞与引当金 

  ──────  役員の賞与支給に充てるた

め、当連結会計年度における支

給見込額の当中間連結会計期間

負担額を計上することとしてお

ります。 

 なお、役員賞与の金額は当連

結会計年度の業績等に基づき算

定することとなっており、当中

間連結会計期間においては合理

的に見積もることが困難なため

引当金を計上しておりません。 

 役員の賞与支給に充てるた

め、支給見込額に基づき計上し

ております。 

  ④退職給付引当金 ④退職給付引当金 ④退職給付引当金 

  

  

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

 なお、計算の結果、当中間連

結会計期間末においては退職給

付引当金の残高が借方残高とな

りましたので、投資その他の資

産のその他（5,931千円）として

処理しております。 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

 なお、計算の結果、当中間連

結会計期間末においては退職給

付引当金の残高が借方残高とな

りましたので、投資その他の資

産のその他（16,795千円）とし

て処理しております。 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当連結会計年度

末において発生していると認め

られる額を計上しております。 

数理計算上の差異は発生年度

に全額費用処理しております。 

 なお、計算の結果、当連結会

計年度末においては退職給付引

当金の残高が借方残高となりま

したので、長期前払費用

（14,231千円）として処理して

おります。 



  

  

  次へ 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

  (4)重要なリース取引の処理方法 (4)重要なリース取引の処理方法 (4)重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理方法

によっております。 

同左 同左 

  (5)その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

(5)その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

(5)その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。

なお、仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺の上、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

同左  税抜方式によっております。 

  (6)のれんの償却に関する事項 (6)のれんの償却に関する事項 (6)のれんの償却に関する事項 

  ──────  のれんの償却については、５

年間の定額法により償却を行っ

ております。 

同左 

５．中間連結キャッシュ・

フロー計算書（連結キ

ャッシュ・フロー計算

書）における資金の範

囲 

当中間連結会計期間は、中間

貸借対照表のみが連結の対象で

あるため、中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書は作成してお

りません。 

手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってお

ります。 

同左 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

  

（中間連結損益計算書関係） 

 

前中間連結会計期間末 
（平成18年10月31日） 

当中間連結会計期間末
（平成19年10月31日） 

前連結会計年度末 
（平成19年４月30日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は次

のとおりであります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は次

のとおりであります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は次

のとおりであります。 

385,682千円 426,920千円 395,929千円 

※２．────── ※２．────── ※２．連結会計年度末満期手形 

     連結会計年度末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって決済処理し

ております。なお、当連結会計年度末日が

金融機関の休日であったため、次の連結会

計年度末日満期手形が連結会計年度末残高

に含まれております。 

 受取手形 83,252千円 

 支払手形 29,651千円 

３．保証債務 ３．保証債務 ３．保証債務 

銀行借入に対する保証債務 銀行借入に対する保証債務 銀行借入に対する保証債務 

従業員         1,947千円 従業員         1,513千円 従業員         1,670千円 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日） 

前連結会計年度
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

  

  

給料手当 442,313千円 

賞与引当金繰入額 90,350 

貸倒引当金繰入額 23,463 

  

  

給料手当 885,202千円 

賞与引当金繰入額 89,200 

役員賞与引当金繰入額 13,000 

貸倒引当金繰入額 32,435 

※２．────── ※２．災害損失3,100千円は、当連結会計年度における水害による

レンタル商品の修繕等に係る支出であります。 

※３．前期損益修正損 ※３．────── 

過年度負担費用確定に伴う損失計上等    3,873千円   

※４．────── ※４．減損損失 

  当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループ

について、31,476千円の減損損失を計上しております。 

  
場所 用途 種類 減損損失 

熊本県 

球磨郡 

事務所 

設備 

建物及び 

その他 
4,455千円 

大阪市 

住之江区 

事務所 

設備 

建物及び 

その他 
27,021千円 

  当社グループは、主として管理会計上の区分に基づき、営業拠点を

グルーピングの単位としております。その結果、近年の継続的な地

価の下落により、帳簿価額に対して市場価格が著しく下落した資産

や収益性が低下した資産グループについて、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上してお

ります。その内訳は、建物25,941千円、その他5,534千円でありま

す。なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額により

測定しており、路線価及び固定資産税評価額等の適切に市場価格を

反映していると考えられる評価額を基に算出し評価しております。 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成19年５月１日 至 平成19年10月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

  

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成18年５月１日 至 平成19年４月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式の増加56千株は、新株予約権の権利行使による新株の発行によるものであります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少22千株は、子会社株式取得に伴う株式交換によるものであります。 

  

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

  

 

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当中間連結会計期
間増加株式数 

（千株） 

当中間連結会計期
間減少株式数 

（千株） 

当中間連結会計期
間末株式数 

（千株) 

発行済株式 

普通株式 4,512 － － 4,512 

合計 4,512 － － 4,512 

自己株式 

普通株式 205 － － 205 

合計 205 － － 205 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年７月27日 

定時株主総会 
普通株式 68,922 16.00 平成19年４月30日 平成19年７月30日 

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式 

普通株式 4,456 56 － 4,512 

合計 4,456 56 － 4,512 

自己株式 

普通株式 227 － 22 205 

合計 227 － 22 205 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年７月28日 

定時株主総会 
普通株式 67,674 16.00 平成18年４月30日 平成18年７月29日 



（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
配当金の原資

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年７月27日 

定時株主総会 
普通株式 68,922 利益剰余金 16.00 平成19年４月30日 平成19年７月30日 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日） 

前連結会計年度
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 
  
現金及び預金勘定 306,153千円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － 

現金及び現金同等物 306,153 

現金及び預金勘定 726,042千円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － 

現金及び現金同等物 726,042 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

１．リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 
  

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円）

有形固定資
産のその他 

711,800 552,449 159,350

無形固定資
産 

5,961 4,272 1,689

合計 717,762 556,722 161,040

  

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

有形固定資
産のその他 

168,064 124,228 43,835

無形固定資
産 

5,961 5,464 496

合計 174,025 129,693 44,332

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

有形固定資
産のその他 

711,800 624,931 86,869

無形固定資
産 

5,961 4,868 1,092

合計 717,762 629,800 87,962

  (2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当

額 

  
  

１年内 133,323千円

１年超 46,210 

合計 179,534 

１年内 33,214千円

１年超 12,995 

合計 46,210 

１年内 76,353千円

１年超 28,290 

合計 104,644 

  (3）支払リース料及び、減価償却

費相当額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料及び、減価償却

費相当額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料及び、減価償却

費相当額及び支払利息相当額 

  
  

支払リース料 77,594千円

減価償却費相
当額 

74,138千円

支払利息相当
額 

2,096千円

支払リース料 60,082千円

減価償却費相
当額 

57,294千円

支払利息相当
額 

833千円

支払リース料 153,916千円

減価償却費相
当額 

147,216千円

支払利息相当
額 

3,529千円

  (4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

同左 同左 

  (5)利息相当額の算定方法 (5)利息相当額の算定方法 (5)利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年10月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のある有価証券 

  

２．時価評価されていない主な有価証券 

  

当中間連結会計期間末（平成19年10月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のある有価証券 

  

２．時価評価されていない主な有価証券 

  

 

区分 取得原価（千円）
中間連結貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

その他有価証券      

(1)株式 70,373 106,825 36,451 

(2)債券      

その他 ─ ─ ─ 

(3)その他 ─ ─ ─ 

合計 70,373 106,825 36,451 

内容 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 1,186 

ＭＭＦ 19,016 

投資事業組合への出資 13,282 

合計 33,485 

区分 取得原価（千円）
中間連結貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

その他有価証券      

(1)株式 95,361 125,646 30,285 

(2)債券      

その他 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 95,361 125,646 30,285 

内容 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 397 

投資事業組合への出資 105,522 

合計 105,920 



前連結会計年度末（平成19年４月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のある有価証券 

  

２．時価評価されていない主な有価証券 

  

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年10月31日） 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間末（平成19年10月31日） 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

  

前連結会計年度末（平成19年４月30日） 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

  

（ストック・オプション等関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年５月１日～平成18年10月31日） 

当社グループは、ストック・オプション等を付与しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間（自 平成19年５月１日～平成19年10月31日） 

当社グループは、ストック・オプション等を付与しておりませんので、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成18年５月１日～平成19年４月30日） 

当社グループは、ストック・オプション等を付与しておりませんので、該当事項はありません。 

  

  

区分 取得原価（千円）
連結貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

その他有価証券      

(1)株式 95,303 147,048 51,745 

(2)債券      

その他 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 95,303 147,048 51,745 

内容 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 397 

ＭＭＦ 19,685 

投資事業組合への出資 8,288 

合計 28,372 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（平成18年５月１日～平成18年10月31日） 

当中間連結会計期間（平成18年５月１日～平成18年10月31日）は中間連結損益計算書を作成していないため、該当事項

はありません。 

  

当中間連結会計期間（平成19年５月１日～平成19年10月31日） 

当社グループは、同一セグメントに属する道路安全資材、建築防災用品、保安用品、保護具及び各種看板・標識等サイ

ンメディアの製造、販売、レンタルを行っており、当該事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（平成18年５月１日～平成19年４月30日） 

当社グループは、同一セグメントに属する道路安全資材、建築防災用品、保安用品、保護具及び各種看板・標識等サイ

ンメディアの製造、販売、レンタルを行っており、当該事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（平成18年５月１日～平成18年10月31日） 

当中間連結会計期間（平成18年５月１日～平成18年10月31日）は中間連結損益計算書を作成していないため、該当事項

はありません。 

  

当中間連結会計期間（平成19年５月１日～平成19年10月31日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（平成18年５月１日～平成19年４月30日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（平成18年５月１日～平成18年10月31日） 

当中間連結会計期間（平成18年５月１日～平成18年10月31日）は中間連結損益計算書を作成していないため、該当事項

はありません。 

  

当中間連結会計期間（平成19年５月１日～平成19年10月31日） 

海外売上がないため該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（平成18年５月１日～平成19年４月30日） 

海外売上がないため該当事項はありません。 

  

 



（１株当たり情報） 

 （注）１．前中間連結会計期間については、中間連結損益計算書を作成していないため、１株当たり中間純利益金額、潜在株式調

整後１株当たり中間純利益金額に関する記載を省略しております。 

２．１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

  

(2）【その他】 

該当事項はありません。 

  

  

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

当中間連結会計期間

（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

１株当たり純資産額（円） 642.58 660.32 667.04 

１株当たり中間（当期）純利益

金額（円） 
－ 11.91 30.47 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円） 
－ 

潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 
潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

  
当中間連結会計期間

(自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日) 

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（千円） 51,319 130,622 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 
（千円） 

51,319 130,622 

期中平均株式数（千株） 4,307 4,287 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

 

    
前中間会計期間末 
(平成18年10月31日) 

当中間会計期間末
(平成19年10月31日) 

前事業年度の要約貸借対照表
(平成19年４月30日) 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）          

Ⅰ 流動資産          

１．現金及び預金   431,091   305,528 725,017  

２．受取手形 ※３ 465,888   367,890 657,283  

３．売掛金   1,108,387   1,076,294 957,805  

４. 有価証券   19,016   － 19,685  

５．たな卸資産   793,482   851,442 839,982  

６．繰延税金資産   46,655   51,285 56,437  

７．その他   56,453   64,355 46,933  

８．貸倒引当金   △10,000   △6,000 △11,100  

流動資産合計     2,910,974 62.8 2,710,797 58.0   3,292,045 64.9

Ⅱ 固定資産          

１.有形固定資産          

（１）建物 ※１ 304,575   333,934 267,064  

（２）土地   944,833   944,833 944,833  

（３）その他 ※１ 39,250   109,418 75,113  

有形固定資産合計     1,288,658 27.8 1,388,185 29.7   1,287,011 25.4

２.無形固定資産     30,448 0.7 23,216 0.5   26,832 0.5

３.投資その他の資産          

（１）投資有価証券   133,394   231,566 155,734  

（２）破産更生債権
等 

  66,085   116,136 91,973  

（３）繰延税金資産   169,321   193,392 178,950  

（４）その他   126,676   151,629 152,873  

（５）貸倒引当金   △90,337   △139,664 △111,670  

投資その他の資産
合計 

    405,140 8.7 553,060 11.8   467,860 9.2

固定資産合計     1,724,247 37.2 1,964,462 42.0   1,781,704 35.1

資産合計     4,635,222 100.0 4,675,260 100.0   5,073,749 100.0

           



  

  

    
前中間会計期間末 
(平成18年10月31日) 

当中間会計期間末
(平成19年10月31日) 

前事業年度の要約貸借対照表
(平成19年４月30日) 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）          

Ⅰ 流動負債          

１．支払手形 ※３ 711,674   676,945 992,182  

２．買掛金   526,393   506,223 488,062  

３．未払法人税等   47,179   54,000 121,296  

４．賞与引当金   100,000   110,000 110,000  

５．役員賞与引当金   －   － 13,000  

６．その他   121,610   124,273 115,860  

流動負債合計     1,506,858 32.5 1,471,442 31.5   1,840,401 36.3

Ⅱ 固定負債          

長期未払金   361,645   361,645 361,645  

固定負債合計     361,645 7.8 361,645 7.7   361,645 7.1

負債合計     1,868,503 40.3 1,833,087 39.2   2,202,046 43.4

（純資産の部）          

Ⅰ 株主資本          

１．資本金     697,266 15.0 697,266 14.9   697,266 13.7

２．資本剰余金          

(1）資本準備金   660,866   660,866 660,866  

(2）その他資本剰余
金 

  1,342   1,342 1,342  

資本剰余金合計     662,208 14.3 662,208 14.1   662,208 13.1

３．利益剰余金          

(1）利益準備金   52,300   52,300 52,300  

(2）その他利益剰余
金 

         

別途積立金   1,400,000   1,460,000 1,400,000  

繰越利益剰余金   34,113   52,923 131,093  

利益剰余金合計     1,486,413 32.1 1,565,223 33.5   1,583,393 31.2

４．自己株式     △100,260 △2.2 △100,260 △2.1   △100,260 △2.0

株主資本合計     2,745,628 59.2 2,824,438 60.4   2,842,608 56.0

Ⅱ 評価・換算差額等          

その他有価証券評価差
額金 

    21,090 0.5 17,733 0.4   29,094 0.6

評価・換算差額等合
計 

    21,090 0.5 17,733 0.4   29,094 0.6

純資産合計     2,766,718 59.7 2,842,172 60.8   2,871,703 56.6

負債純資産合計     4,635,222 100.0 4,675,260 100.0   5,073,749 100.0

           



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     2,970,763 100.0 2,918,465 100.0   6,201,079 100.0

Ⅱ 売上原価     1,853,263 62.4 1,785,507 61.2   3,795,254 61.2

売上総利益     1,117,500 37.6 1,132,958 38.8   2,405,825 38.8

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    1,037,357 34.9 1,033,188 35.4   2,092,136 33.7

営業利益     80,142 2.7 99,770 3.4   313,689 5.1

Ⅳ 営業外収益 ※１   10,256 0.3 10,642 0.4   14,887 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※２   3,943 0.1 528 0.0   4,988 0.1

経常利益     86,455 2.9 109,883 3.8   323,587 5.2

Ⅵ 特別利益 ※３   12,723 0.4 － －   12,723 0.2

Ⅶ 特別損失 ※4,6   20,506 0.7 7,305 0.3   72,894 1.2

税引前中間(当期)
純利益 

    78,672 2.6 102,578 3.5   263,416 4.2

法人税、住民税及
び事業税 

  39,000   53,414 151,601  

法人税等調整額   6,441 45,441 1.5 △1,588 51,826 1.8 △18,394 133,206 2.1

中間(当期)純利益     33,230 1.1 50,752 1.7   130,209 2.1

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年５月１日 至 平成18年10月31日） 

  

（注）１．新株予約権の権利行使による新株の発行によるものであります。 

２．平成18年７月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

３．子会社株式取得に伴う株式交換によるものであります。 

 

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本
合計 資本準

備金 

その他
資本剰
余金 

資本剰
余金合
計 

利益準
備金 

その他利益剰余金
利益剰余
金合計 別途

積立金 
繰越利益
剰余金 

平成18年４月30日 残高 
（千円） 

689,594 653,194 ─ 653,194 52,300 1,330,000 153,476 1,535,776 △111,018 2,767,548

中間会計期間中の変動額        

新株の発行（注１） 7,672 7,672   7,672   15,344

別途積立金の積立 
（注２） 

      70,000 △70,000 ─   ─

剰余金の配当（注２）       △67,674 △67,674   △67,674

役員賞与（注２）       △14,919 △14,919   △14,919

中間純利益       33,230 33,230   33,230

自己株式の処分（注３）     1,342 1,342 10,758 12,100

株主資本以外の項目の中
間会計期間中の変動額
（純額） 

       

中間会計期間中の変動額合
計（千円） 

7,672 7,672 1,342 9,014 ─ 70,000 △119,363 △49,363 10,758 △21,919

平成18年10月31日 残高 
（千円） 

697,266 660,866 1,342 662,208 52,300 1,400,000 34,113 1,486,413 △100,260 2,745,628

  

評価・換算差額等 

純資産合計
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年４月30日 残高 
（千円） 

34,632 34,632 2,802,180

中間会計期間中の変動額    

新株の発行（注１）     15,344

別途積立金の積立 
（注２） 

    ─

剰余金の配当（注２）     △67,674

役員賞与（注２）     △14,919

中間純利益     33,230

自己株式の処分（注３）     12,100

株主資本以外の項目の中
間会計期間中の変動額
（純額） 

△13,542 △13,542 △13,542

中間会計期間中の変動額合
計（千円） 

△13,542 △13,542 △35,461

平成18年10月31日 残高 
（千円） 

21,090 21,090 2,766,718



当中間会計期間（自 平成19年５月１日 至 平成19年10月31日） 

  

  

 

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本
合計 資本準

備金 

その他
資本剰
余金 

資本剰
余金合
計 

利益準
備金 

その他利益剰余金
利益剰余
金合計 別途

積立金 
繰越利益
剰余金 

平成19年４月30日 残高 
（千円） 

697,266 660,866 1,342 662,208 52,300 1,400,000 131,093 1,583,393 △100,260 2,842,608

中間会計期間中の変動額        

別途積立金の積立       60,000 △60,000 －   －

剰余金の配当       △68,922 △68,922   △68,922

中間純利益       50,752 50,752   50,752

株主資本以外の項目の中
間会計期間中の変動額
（純額） 

       

中間会計期間中の変動額合
計（千円） 

－ － － － － 60,000 △78,169 △18,169 － △18,169

平成19年10月31日 残高 
（千円） 

697,266 660,866 1,342 662,208 52,300 1,460,000 52,923 1,565,223 △100,260 2,824,438

  

評価・換算差額等 

純資産合計
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成19年４月30日 残高 
（千円） 

29,094 29,094 2,871,703

中間会計期間中の変動額    

別途積立金の積立     －

剰余金の配当     △68,922

中間純利益     50,752

株主資本以外の項目の中
間会計期間中の変動額
（純額） 

△11,361 △11,361 △11,361

中間会計期間中の変動額合
計（千円） 

△11,361 △11,361 △29,531

平成19年10月31日 残高 
（千円） 

17,733 17,733 2,842,172



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年５月１日 至 平成19年４月30日） 

  

（注）１．新株予約権の権利行使による新株の発行によるものであります。 

２．平成18年７月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

３．子会社株式取得に伴う株式交換によるものであります。 

  

  

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本
合計 資本準

備金 

その他
資本剰
余金 

資本剰
余金合
計 

利益準
備金 

その他利益剰余金
利益剰余
金合計 別途

積立金 
繰越利益
剰余金 

平成18年４月30日 残高 
（千円） 

689,594 653,194 － 653,194 52,300 1,330,000 153,476 1,535,776 △111,018 2,767,548

事業年度中の変動額        

新株の発行（注１） 7,672 7,672   7,672   15,344

別途積立金の積立 
（注２） 

      70,000 △70,000 －   －

剰余金の配当（注２）       △67,674 △67,674   △67,674

役員賞与（注２）       △14,919 △14,919   △14,919

当期純利益       130,209 130,209   130,209

自己株式の処分（注３）     1,342 1,342 10,758 12,100

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純
額） 

       

事業年度中の変動額合計
（千円） 

7,672 7,672 1,342 9,014 － 70,000 △22,383 47,616 10,758 75,060

平成19年４月30日 残高 
（千円） 

697,266 660,866 1,342 662,208 52,300 1,400,000 131,093 1,583,393 △100,260 2,842,608

  

評価・換算差額等 

純資産合計
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年４月30日 残高 
（千円） 

34,632 34,632 2,802,180

事業年度中の変動額    

新株の発行（注１）     15,344

別途積立金の積立 
（注２） 

    －

剰余金の配当（注２）     △67,674

役員賞与（注２）     △14,919

当期純利益     130,209

自己株式の処分（注３）     12,100

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純
額） 

△5,538 △5,538 △5,538

事業年度中の変動額合計
（千円） 

△5,538 △5,538 69,522

平成19年４月30日 残高 
（千円） 

29,094 29,094 2,871,703



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

 

   
前中間会計期間

(自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（千円）

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

税引前中間純利益  78,672

減価償却費  21,513

貸倒引当金の増加額  9,879

退職給付引当金の減少額  △12,547

受取利息及び受取配当金   △2,914

支払利息  241

投資事業組合投資利益  △4,945

投資有価証券評価損  4,999

投資有価証券売却益  △12,723

投資有価証券売却損  10,292

固定資産減損損失  4,455

売上債権の減少額  72,840

たな卸資産の減少額  48,051

仕入債務の減少額  △222,128

その他  △27,628

役員賞与の支払額  △14,919

小計  △46,861

利息及び配当金の受取額  2,914

利息の支払額  △241

法人税等の支払額  △64,388

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △108,576



  

  

  次へ 

  

   
前中間会計期間

(自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（千円）

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

有価証券の取得による支
出 

 △339

投資有価証券の取得によ
る支出 

 △69

投資有価証券の売却によ
る収入 

 96,554

関係会社出資金の取得に
よる支出 

 △15,624

出資金の分配による収入  8,000

有形固定資産の取得によ
る支出 

 △2,376

貸付けによる支出  △7,888

貸付金の回収による収入  1,780

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 80,036

   

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

株式の発行による収入  15,344

配当金の支払額  △67,733

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △52,389

   

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額 

 －

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加
額又は減少額（△） 

 △80,930

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首
残高 

 512,021

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間
期末残高 

 431,091

   



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株

式 

子会社株式及び関連会社株

式 

子会社株式及び関連会社株

式 

総平均法による原価法 同左 同左 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格等

に基づく時価法 

（評価差額は、全部純資

産直入法により処理し、

売却原価は総平均法によ

り算定） 

同左 期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差

額は、全部純資産直入

法により処理し、売却

原価は総平均法により

算定） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  総平均法による原価法 同左 同左 

  (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2)たな卸資産 

  商品 商品 商品 

  総平均法による原価法 同左 同左 

  レンタル品 レンタル品 レンタル品 

  総平均法又は個別法によ

る原価から減耗費を控除する

方法 

同左 同左 

  貯蔵品 貯蔵品 貯蔵品 

  最終仕入原価による原価

法 

同左 同左 

２．固定資産の減価償却の

方法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1)有形固定資産 

定率法 同左 定率法 

  ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く。）について

は定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物   ４～45年 

   ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物附

属設備を除く。）については

定額法によっております。 

 なお、建物（建物附属設備

を除く。）については、平成

10年度の法人税法の改正によ

り法定耐用年数の短縮が行わ

れておりますが、改正前の耐

用年数を継続して適用してお

ります。 

      （会計処理方法の変更） 

       当事業年度より、平成19年度の

法人税法の改正に伴い、平成19年

４月１日以降取得資産の減価償却

限度額の計算方法については、改

正後の法人税法に定める方法によ

っております。 

 なお、この変更による影響額は

軽微であります。 



  
 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

    （追加情報）   

     法人税法の改正に伴い、平成

19年３月31日以前に取得した資

産については、改正前の法人税

法に基づく減価償却の方法の適

用により取得価額の５％に到達

した事業年度の翌事業年度よ

り、取得価額の５％相当額と備

忘価額との差額を５年間にわた

り均等償却し、減価償却費に含

めて計上しております。 

 この結果、従来の方法と比較

して、営業利益、経常利益及び

税引前中間純利益はそれぞれ278

千円減少しております。 

  

  (2)無形固定資産 (2)無形固定資産 (2)無形固定資産 

  定額法 同左 同左 

  なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に

基づく定額法によっておりま

す。 

    

  (3)長期前払費用 (3) ──────  (3)長期前払費用 

  定額法   定額法 

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

同左 同左 

  (2) 賞与引当金 (2) 賞与引当金 (2) 賞与引当金 

   従業員の賞与支給に充てる

ため、支給見込額に基づき計

上しております。 

同左 同左 

  (3) 役員賞与引当金 (3) 役員賞与引当金 (3) 役員賞与引当金 

  ──────  役員の賞与支給に充てるた

め、当事業年度における支給見

込額の当中間会計期間負担額を

計上することとしております。 

 なお、役員賞与の金額は、当

事業年度の業績等に基づき算定

することとなっており、当中間

会計期間においては合理的に見

積もることが困難なため引当金

を計上しておりません。 

 役員の賞与支給に充てるた

め、支給見込額に基づき計上し

ております。 



 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

      （会計処理方法の変更） 

      

 当事業年度より、「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準

委員会 企業会計基準第４号 平

成17年11月29日）を適用しており

ます。 

 これにより、役員賞与について

は、従来、利益処分の減少として

処理しておりましたが、当事業年

度より発生時に費用処理すること

としております。 

 この結果、従来の方法と比較し

て、営業利益、経常利益及び税引

前当期純利益はそれぞれ13,000千

円減少しております。 

  (4) 退職給付引当金 (4) 退職給付引当金 (4) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を計

上しております。 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を計

上しております。 

なお、計算の結果、当中間会計

期間末においては退職給付引当金

の残高が借方残高となりましたの

で、投資その他の資産のその他

（16,795千円）として処理してお

ります。 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当事業年度末において発生

していると認められる額を計上し

ております。 

なお、数理計算上の差異は、発

生年度に全額費用処理しておりま

す。 

  （追加情報） ───── （追加情報） 

  退職給付引当金は従来年金財政

計算上の責任準備金を退職給付債

務とする方法（簡便法）により計

上しておりましたが、当事業年度

において当社の従業員数の合計が

300名を超過することが恒常化し

たため、当中間会計期間から退職

給付会計の原則法による計算によ

って退職給付引当金及び退職給付

費用を計上する方法に変更いたし

ました。 

この変更により、従来の方法に

よった場合と比較して、売上総利

益は2,909千円、営業利益及び税

引前中間純利益は16,415千円増加

しております。 

なお、計算の結果、当中間会計

期間末においては退職給付引当金

の残高が借方残高となりましたの

で、投資その他の資産のその他

（5,931千円）として処理してお

ります。 

  退職給付引当金は従来年金財政

計算上の責任準備金を退職給付債

務とする方法（簡便法）により計

上しておりましたが、当事業年度

において当社の従業員数の合計が

300名を超過することが恒常化し

たため、当事業年度から退職給付

会計の原則法による計算によって

退職給付引当金及び退職給付費用

を計上する方法に変更いたしまし

た。 

この変更により、従来の方法に

よった場合と比較して、売上総利

益は3,430千円、営業利益は

14,270千円増加しております。 

なお、計算の結果、当事業年度

末においては退職給付引当金の残

高が借方残高となりましたので、

長期前払費用（14,231千円）とし

て処理しております。 



  

 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 

  

同左 

５．中間キャッシュ・フロ

ー計算書における資金

の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

───── ───── 

６．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のた

めの基本となる重要な

事項 

(1)消費税等の会計処理 (1)消費税等の会計処理 (1)消費税等の会計処理 

   税抜方式によっております。 

 なお、仮払消費税等及び仮受

消費税等は相殺の上、流動負

債の「その他」に含めて表示

しております。 

同左  税抜方式によっております。



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）を適用

しております。 

これまでの「資本の部」の合計に相当す

る金額は2,766,718千円であります。 

なお、当中間会計期間における中間貸借

対照表の純資産の部については、中間財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の中間財

務諸表等規則により作成しております。 

  当事業年度より、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適用して

おります。 

これまでの「資本の部」の合計に相当す

る金額は2,871,703千円であります。 

なお、当事業年度における貸借対照表の

純資産の部については、財務諸表等規則の

改正に伴い、改正後の財務諸表等規則によ

り作成しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

 

前中間会計期間末 
（平成18年10月31日） 

当中間会計期間末
（平成19年10月31日） 

前事業年度末 
（平成19年４月30日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 

385,682千円 426,365千円 395,606千円 

 ２．保証債務  ２．保証債務  ２．保証債務 

銀行借入に対する保証債務 銀行借入に対する保証債務 銀行借入に対する保証債務 
  

従業員 1,947千円 
 

従業員 1,513千円 従業員 1,670千円 

※３．   ─────── ※３．   ─────── ※３．期末日満期手形 

    期末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって処理し

ております。 

なお、当期末日が金融機関の休日

であったため、次の期末日満期手

形が期末残高に含まれておりま

す。 

    受取手形 82,291千円

支払手形 29,651千円



（中間損益計算書関係） 

 

前中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 
  

受取利息 373千円

受取配当金 2,541千円

投資事業組合投資利益 4,945千円

 
受取利息 772千円

受取配当金 2,268千円

投資事業組合投資利益 5,901千円

受取利息 1,430千円

受取配当金 2,230千円

投資事業組合投資利益 6,633千円

※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目 
  

  
支払利息 241千円

 

  
支払利息 240千円 支払利息 364千円

災害損失 3,100千円

※３．特別利益の主要項目 ※３．  ─────── ※３．特別利益の主要項目 
  

投資有価証券売却益 12,723千円
  

    投資有価証券売却益 12,723千円

※４．特別損失の主要項目 ※４．特別損失の主要項目 ※４．特別損失の主要項目 
  

投資有価証券売却損 10,292千円

投資有価証券評価損 4,999千円

減損損失 4,455千円

過年度損益修正損 759千円

 

過年度損益修正損 3,873千円

固定資産除却損 1,963千円

有価証券売却損 1,468千円

   

減損損失 31,476千円

投資有価証券評価損 23,608千円

投資有価証券売却損 10,292千円

過年度損益修正損 7,277千円

５．減価償却実施額 ５．減価償却実施額 ５．減価償却実施額 
  

有形固定資産 17,897千円

無形固定資産 3,615千円

 
有形固定資産 32,016千円

無形固定資産 3,615千円

有形固定資産 38,661千円

無形固定資産 7,231千円

※６．減損損失 ※６．  ─────── ※６．減損損失 

当中間会計期間において、当社は以下

の資産について4,455千円の減損損失を

計上しております。 

  当事業年度において、当社は以下の資

産について31,476千円の減損損失を計上

しております。 
  

  

場所 用途 種類 減損損失 

熊本県

球磨郡 

事業所

設備 

建物及び

その他 
4,455千円 

   
場所 用途 種類 減損損失 

熊本県

球磨郡 

事業所

設備 

建物及び

その他 
4,455千円 

大阪市 

住之江区

事業所

設備 

建物及び

その他 
27,021千円 

当社は、主として管理会計上の区分に

基づき、営業拠点をグルーピングの単

位としております。 

その結果、近年の継続的な地価の下落

により、帳簿価額に対して市場価格が

著しく下落した資産や収益性が低下し

た資産グループについて、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失として特別損失に計上して

おります。 

その内訳は、建物3,979千円、その他

475千円であります。なお、当資産グル

ープの回収可能価額は正味売却価額に

より測定しており、路線価及び固定資

産税評価額等の適切に市場価格を反映

していると考えられる評価額を基に算

出し評価しております。 

  当社は、主として管理会計上の区分に

基づき、営業拠点をグルーピングの単

位としております。 

その結果、近年の継続的な地価の下落

により、帳簿価額に対して市場価格が

著しく下落した資産や収益性が低下し

た資産グループについて、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失として特別損失に計上して

おります。 

その内訳は、建物25,941千円、その他

5,534千円であります。なお、当資産グ

ループの回収可能価額は正味売却価額

により測定しており、路線価及び固定

資産税評価額等の適切に市場価格を反

映していると考えられる評価額を基に

算出し評価しております。 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年５月１日 至 平成18年10月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式の増加56千株は、新株予約権の権利行使による新株の発行によるものであります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少22千株は、子会社株式取得に伴う株式交換によるものであります。 

  

２.配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

  

（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自 平成19年５月１日 至 平成19年10月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

前事業年度（自 平成18年５月１日 至 平成19年４月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の減少22千株は、子会社株式取得に伴う株式交換によるものであります。 

 

  
前事業年度末株式
数（千株） 

当中間会計期間増
加株式数（千株） 

当中間会計期間減
少株式数（千株） 

当中間会計期間末
株式数（千株） 

発行済株式 

普通株式 4,456 56 ─ 4,512 

合計 4,456 56 ─ 4,512 

自己株式 

普通株式 227 ─ 22 205 

合計 227 ─ 22 205 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年７月28日 

定時株主総会 
普通株式 67 16.00 平成18年４月30日 平成18年７月29日 

  
前事業年度末株式
数（千株） 

当中間会計期間増
加株式数（千株） 

当中間会計期間減
少株式数（千株） 

当中間会計期間末
株式数（千株） 

普通株式 205 － － 205 

合計 205 － － 205 

  
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

普通株式 227 － 22 205 

合計 227 － 22 205 



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

  

  
現金及び預金勘定 431,091千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 ─ 

現金及び現金同等物 431,091 

  

２．重要な非資金取引の内容   

当中間会計期間に株式会社児島産業岡山を完全子会

社にする株式交換を実施しており、代用自己株式を

交付したことにより、次の金額が増加しておりま

す。 

  

  
代用自己株式の交付による資本剰余金
増加額 
（自己株式処分差益） 

1,342千円

代用自己株式の交付による自己株式減
少額 

10,758千円

  



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

１．リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 
  

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円）

有形固定資
産のその他 

711,800 552,449 159,350

無形固定資
産 

5,961 4,272 1,689

合計 717,762 556,722 161,040

  

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

有形固定資
産のその他 

168,064 124,228 43,835

無形固定資
産 

5,961 5,464 496

合計 174,025 129,693 44,332

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

有形固定資
産のその他 

711,800 624,931 86,869

無形固定資
産 

5,961 4,868 1,092

合計 717,762 629,800 87,962

  (2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2)未経過リース料期末残高相当

額 

  
  

１年内 133,323千円

１年超 46,210 

合計 179,534 

１年内 33,214千円

１年超 12,995 

合計 46,210 

１年内 76,353千円

１年超 28,290 

合計 104,644 

  (3）支払リース料及び、減価償却

費相当額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料及び、減価償却

費相当額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料及び、減価償却

費相当額及び支払利息相当額 

  
  

支払リース料 77,594千円

減価償却費相
当額 

74,138千円

支払利息相当
額 

2,096千円

支払リース料 60,082千円

減価償却費相
当額 

57,294千円

支払利息相当
額 

833千円

支払リース料 153,916千円

減価償却費相
当額 

147,216千円

支払利息相当
額 

3,529千円

  (4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額

法によっております。 

同左 同左 

  (5)利息相当額の算定方法 (5)利息相当額の算定方法 (5)利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額を

利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法に

よっております。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年10月31日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当中間会計期間末（平成19年10月31日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度末（平成19年４月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

  

  次へ 



（持分法損益等） 

前中間会計期間（自 平成18年５月１日 至 平成18年10月31日） 

 該当する事項はありません。 

  

 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

当中間会計期間

（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

１株当たり純資産額（円） 642.28 659.80 666.65 

１株当たり中間（当期）純利益

金額（円） 
7.78 11.78 30.37 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円） 
潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 
潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 
潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

  
前中間会計期間 

（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

当中間会計期間

（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

１株当たり中間（当期）純利益

金額 
     

中間（当期）純利益 
（千円） 

33,230 50,752 130,209 

普通株主に帰属しない金額 
（千円） 

─ ─ ─ 

普通株式に係る中間（当期）純

利益（千円） 
33,230 50,752 130,209 

期中平均株式数（千株） 4,269 4,307 4,287 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 
  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第36期）(自 平成18年５月１日 至 平成19年４月30日)平成19年７月31日福岡財務支局長に提出 

  

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成19年１月23日

株 式 会 社 グ リ ー ン ク ロ ス 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社グリーンク

ロスの平成18年５月１日から平成19年４月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年５月１日から平成18年10月31日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社グリーンクロス及び連結子会社の平成18年10月31日現在の財政状態に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  小 島  庸 匡 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  森   昭  彦 

      



  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の中間監査報告書  

  平成20年１月23日

株式会社 グリーンクロス   

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 小渕 輝生  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 森  昭彦  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社グリーンクロスの平成19年５月１日から平成20年４月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（平成19年５月１日から平成19年10月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連

結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。

この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社グリーンクロス及び連結子会社の平成19年10月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間（平成19年５月１日から平成19年10月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が中間連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成19年１月23日

株 式 会 社 グ リ ー ン ク ロ ス 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社グリーンク

ロスの平成18年５月１日から平成19年４月30日までの第36期事業年度の中間会計期間（平成18年５月１日から平成18年10月31日ま

で）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社グリーンクロスの平成18年10月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年５月１日から平成18年10

月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  小 島  庸 匡 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  森   昭  彦 

      



  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の中間監査報告書  

  平成20年１月23日

株式会社 グリーンクロス   

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 小渕 輝生  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 森  昭彦  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社グリーンクロスの平成19年５月１日から平成20年４月30日までの第37期事業年度の中間会計期間

（平成19年５月１日から平成19年10月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書

及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社グリーンクロスの平成19年10月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成

19年５月１日から平成19年10月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が中間連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。 
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